
議案第４４号

議案第

同 上議案第４７号
新居浜市職員の給与に関する条例の一部を
改正する条例の制定について

　一般職の職員について、人事院勧告に
伴う一般職の国家公務員に係る給与の特
例措置に準じ、期末手当及び勤勉手当の
支給割合に特例を適用するための条例の
一部改正

同 上議案第４６号
新居浜市教育長の給与、勤務時間その他の
勤務条件に関する条例の一部を改正する条
例の制定について

　教育長について、人事院勧告に伴う国
の指定職俸給表の適用を受ける職員に係
る給与の特例措置に準じ、期末手当の支
給割合に特例を適用するための条例の一
部改正

第４回新居浜市議会臨時会議案概要

番　　号 件　　　　名 備　　　　　　　　考

議案第４３号 総 務 部
新居浜市一般職の任期付職員の採用等に関
する条例の一部を改正する条例の制定につ
いて

　特定任期付職員について、人事院勧告
に伴う国の一般職の特定任期付職員に係
る給与の特例措置に準じ、期末手当の支
給割合に特例を適用するための条例の一
部改正

４５号

同 上

同 上

新居浜市議会議員の議員報酬、費用弁償及
び期末手当に関する条例の一部を改正する
条例の制定について

新居浜市特別職の職員の給与に関する条例
の一部を改正する条例の制定について

　議会議員について、人事院勧告に伴う
国の指定職俸給表の適用を受ける職員に
係る給与の特例措置に準じ、期末手当の
支給割合に特例を適用するための条例の
一部改正

　特別職の職員について、人事院勧告に
伴う国の指定職俸給表の適用を受ける職
員に係る給与の特例措置に準じ、期末手
当の支給割合に特例を適用するための条
例の一部改正



第５回新居浜市議会定例会議案概要（部局名）

番　　号 件　　　　名 備　　　　　　　　考

報告第 ７ 号 継続費繰越計算書の報告について 平成２０年度新居浜市一般会計
企 画 部
（ 財 政 課 ）

同 上

報告第 ８ 号 繰越明許費繰越計算書の報告について 平成２０年度新居浜市一般会計 同 上

報告第 ９ 号 繰越明許費繰越計算書の報告について
平成２０年度新居浜市公共下水道事業特別
会計

水 道 局
（総務料金課）

報告第１０号 繰越明許費繰越計算書の報告について
平成２０年度新居浜市後期高齢者医療事業
特別会計

同 上

報告第１１号 繰越計算書の報告について 平成２０年度新居浜市水道事業会計

同 上

議案第４８号 財産の取得について 救助工作車Ⅱ型（１台）
総 務 部
（ 契 約 課 ）

議案第４９号 工事請負契約について 地域交流センター新築建築主体工事

建 設 部
（建設指導課）

議案第５０号 工事委託協定について
新居浜市公共下水道新居浜市下水処理場の
改築工事（その８）

同 上

議案第５１号
新居浜市建築関係手数料条例の一部を改正す
る条例の制定について

長期優良住宅の普及の促進に関する法律が
施行されることに伴い、長期優良住宅建築
等計画の認定事務等に係る手数料を徴収す
るための条例の一部改正

企 画 部
（ 財 政 課 ）

議案第５２号
新居浜市国民健康保険条例の一部を改正する
条例の制定について

国民健康保険法施行令の一部改正に伴い、
保険料の介護納付金賦課限度額の見直しを
行うための条例の一部改正

福 祉 部
（ 国 保 課 ）

議案第５３号
平成２１年度新居浜市一般会計補正予算
（第３号）

小・中学校耐震補強対策事業の公共事業、
慈光園建設事業の単独事業のほか、自主防
災組織推進費、障害児保育対策費等の施策
費について予算措置するもの
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平成２１年度６月補正予算案の概要 
 

１ 予算規模等 

 今回の補正予算は、小・中学校耐震補強対策事業の公共事業、慈光園建設事業の単独事業のほか、

自主防災組織推進費、障害児保育対策費等の施策費について予算措置しています。 

この結果、一般会計では、補正額３億６３３万７千円の増、補正後の予算総額は、歳入歳出それ

ぞれ４０５億６，５５９万８千円となり、対前年度同期比は、１１億６，８０１万８千円、２．８％

の減となっています。 

 

２ 一般会計補正予算の主な事業 

（１） 公共事業 
小・中学校耐震補強対策事業（教育委員会事務局 学校教育課）  

１ 事業目的 

地震による校舎、体育館の倒壊等の被害から児童・生徒を守り、安全で快適な教育環境の

整備を図る。 

２ 補正の内容  工事費の追加 
                              （単位：千円） 

事業費（小学校） 
補正前 今回補正額 補正後 

 ３８８，７０８  ２６，２６４ ４１４，９７２

財源内訳 

国 

市債 

一財 

１５５，９９４ 

１７５，１００ 

５７，６１４ 

７２，８８７

△２９，２００

△１７，４２３

２２８，８８１

１４５，９００

４０，１９１

 事業費（中学校） 
補正前 今回補正額 補正後 

 ４２７，３２４  ８，８５３ ４３６，１７７

財源内訳 

国 

市債 

一財 

１２４，８４４

２１７，５００

８４，９８０

８３，０６８

△４６，８００

△２７，４１５

２０７，９１２

１７０，７００

５７，５６５

交付金制度の変更により、耐震補強工事に合わせて屋上防水工事を実施した場合には新たに

交付金対象となったことから、追加可能な屋上防水工事を追加すると共に交付金対象事業費の

増額に伴う財源の補正を行う。 

（１）工事費   ３５，１１７千円（小学校26,264千円、中学校8,853千円） 

 （屋上防水工事を追加・・・船木中学校、惣開小学校、角野小学校） 

３ 補正に係る財源内訳 

（１） 国   155,955千円（小学校  72,887千円、中学校  83,068千円） 
（２） 市債  △76,000千円（小学校△29,200千円、中学校△46,800千円） 
（３） 一財  △44,838千円（小学校△17,423千円、中学校△27,415千円） 

 
公共事業費は、３５，１１７千円の増となっています。 

 
 
 
 
 



 2

（２）単独事業 

慈光園建設事業（福祉部 介護福祉課）  

１ 事業目的 

養護老人ホーム「慈光園」は施設建築後約４０年が経過し、老朽化が著しい。また、プ

ライバシーの確保やバリアフリー化等に対応し、入所環境の改善を図るため施設の建て替

えを行う。 

２ 補正の内容  公有財産購入費の追加 
                              （単位：千円） 

事業費 
補正前 今回補正額 補正後 

 ０  ２２８，８５０ ２２８，８５０

財源内訳 
市債 

一財 

０ 

０ 

１８３，０００

４５，８５０

１８３，０００

４５，８５０

 施設建設用地（約6,300㎡）を購入する。 
（１）公有財産購入費   ２２８，８５０千円 

３ 補正に係る財源内訳 

（１） 市債  80% (183,000千円)  
（２） 一財       (45,850千円) 
 
単独事業費は、２２８，８５０千円の増となっています。 

 
（３）施策費 

自主防災組織推進費（総務部 防災安全課）  

１ 事業目的 

       個々の自主防災組織の機能充実を行うことにより、共助力の強化・地域住民の防災意
識の高揚を図り、市全体の防災力の向上を目指す。 

   ２ 補正の内容  備品購入費、需用費の追加 
                                 （単位：千円） 

 事業費 
補正前 今回補正額 補正後 

 ０  ２，５００  ２，５００

財源内訳 その他 ０ ２，５００ ２，５００

    （財）自治総合センター平成２１年度コミュニティ助成事業「自主防災組織育成事業（地
域防災スクールモデル事業）」について、決定通知があったため予算措置する。 

 （１）地域防災スクールモデル事業  ２，５００千円 
    ・実施内容・・・市が主体となり消防職団員、学校などと連携して、自主防災組織等

を対象とした地域防災スクールを実施する。 

・対象校区・・・金栄校区、若宮校区 

   ３ 補正に係る財源内訳 
(１) 諸収入 100%（2,500千円）（（財）自治総合センター平成21年度コミュニティ助成） 
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障害児保育対策費（公立）（福祉部 児童福祉課）  

１ 事業目的 

   保護者の就労等により家庭での保育ができない障害児で、集団保育になじむ児童を対象に
公立保育所全園で受け入れる体制をとり障害児の成長発達を図る。 

 ２ 補正の内容  賃金等の追加 
                                 （単位：千円） 

事業費 
補正前 今回補正額 補正後 

２３，９３８  １６，７５７  ４０，６９５

財源内訳 一財 ２３，９３８ １６，７５７ ４０，６９５

   公立保育所の保育士の加配対象障害児が増加したため、必要な賃金等を予算措置する。 
  （１）賃金等   １６，７５７千円（加配保育士7名分） 
 ３ 補正に係る財源内訳 

（１） 一財（16,757千円） 
 

障害児保育対策費（私立）（福祉部 児童福祉課）  

１ 事業目的 

      保護者の就労等により家庭での保育ができない障害児で、集団保育になじむ児童を対象
に私立保育所全園で受け入れる体制をとり障害児の成長発達を図る。 

  ２ 補正の内容  委託料の追加 
                                （単位：千円） 

事業費 
補正前 今回補正額 補正後 

２１，５４４  ２３，９３８  ４５，４８２

財源内訳 一財 ２１，５４４ ２３，９３８ ４５，４８２

   私立保育所の保育士の加配対象障害児が増加したため、必要な委託料を予算措置する。 
 （１）委託料   ２３，９３８千円（加配保育士10名分） 

  ３ 補正に係る財源内訳 
（１） 一財（23,938千円） 

 
施策費は、これらの事業で４２，３７０千円の増となっています。 

３ 事業を賄う財源（款別歳入） 

                                   （単位：千円） 

款 補正前の額 今回補正額 補正後 

国庫支出金 

県支出金 

繰入金 

諸収入 

市債 

４，０９９，８９４

２，３４２，２４７

１，３３５，８６８

１，７７６，６０４

４，３２６，０００

１５５，９５５

６０

４０，８２２

２，５００

１０７，０００

４，２５５，８４９

２，３４２，３０７

１，３７６，６９０

１、７７９，１０４

４，４３３，０００

計 ４０，２５９，２６１ ３０６，３３７ ４０，５６５，５９８

 
 


